





























































































いる。また画質機能だけでなく, 2011年には 3D機能が追加され, 他の DVDレコーダー
などとのワイヤレスのネットワーク機能も充実した (表Ⅱ1)。しかしながら, このよう
に順次充実する機能に対して, 販売価格は下落し続け, 2011年後半には実売価格が2006年


















































































※一般社団法人 電子情報産業協会ホームページ 民生用電子機器国内出荷統計 より。
http://www.jeita.or.jp/（2013年５月７日アクセス）
表Ⅱ1：薄型テレビの追加機能について
2010年 2011年 2012年 2013年
画質関連新機能 追加 追加 追加 追加





































(1) 便益が高くコストが低いという高い価値を形成している状況, (2) コストと便益が高
次元で均衡し妥当な価値を形成している状況, (3) 低次元での均衡による妥当な価値形成,
(4) コストが高く, 便益に優位性が少ない価値形成不全の状況といった以上４つの状況で






い価値の状態から, コストを下げつつ顧客の価値を上昇させ, 徐々に (3) の低位な均衡
を実現した妥当な価値へと変化しつつあった。そこへ家電エコポイント制度という補助金



































































































適合させて, 機能として顧客へどのように提供するかが検討される (Ulrich and Eppinger
2012), (Crawford and Benedetto 2011), (藤本2010), (藤本2000), (Urban and Hauser
































































































まず技術のみでは市場の需要は獲得できない。1960年代, Myers and Marquis (1969)
は, 576の成功したイノベーションを分析した結果, 多くが技術プッシュ型ではなく, ディ
マンド・プル型のものであったとした。また, Freeman and Soete (1997) は, イノベー
ションについて, 新しい発明などが商的に取引されて初めて実現されるものとしている。
さらに Mowery and Rosenberg (1979) は, 需要がイノベーションへ影響を与えるとした。








































































範疇の大きな用語である。Mowery and Rosenberg (1979) は, イノベーションの原動力
は, ディマンド・プル理論として記述されているように, 購買者のニーズの認識であると

















る。さらに桑嶋 (2002) は, 1990年以降の製品開発研究が,「製品・産業特性アプローチ」
｢マルチプロジェクト・アプローチ」｢問題解決アプローチ」｢組織能力アプローチ」の４
つに分類されるとしている。以下にそれぞれを説明すると「製品・産業特性アプローチ」
の先駆的研究は Clark and Fujimoto (1991) であり, 個別の産業ごとにどのような製品開
発パターンが効果的かを研究するものであった｡「マルチプロジェクト」は延岡 (1996）
を中心とした, 複数プロジェクトの効率的な管理手法に関する研究である｡「問題解決ア
プローチ｣ は, Clark and Fujimoto (1991) から始まりとされ, Wheelwright and Clark




















の鍵を握っている」と述べ, さらにターゲット市場, 顧客ニーズ, 統合マーケティング10),
顧客満足を通した利益の４つが基盤であるとした。







ある顧客の嗜好や必要性を探ること」としている。これ以外にも Narver and Slater (1990)






















































































































は概念図 (図Ⅴ1) で示すように, 便益志向で双方の軌道を順次内側へ向けつつ, 最終的
に便益整合を目指すモデルとして考えられる。横軸の左端が潜在的な便益で右端が顕在的
な便益となり, この位置づけは, 多くの顧客は顕在的で直接的なニーズしかなく, 潜在的
な需要は企業が開拓する必要があるとの筆者の考えに基づく。この便益の軌道が双方に寄
ることになる機会は, 評価する過程に存在し, 概念図 (図Ⅴ1) のように漸進的に整合に




























































































































7) ILO, LABORSTA Internet (http://laborsta.ilo.org/), 総務省統計局 世界の統計12章
(http://www.stat.go.jp/data/sekai/index.htm）2012年３月15日アクセス。
8) 「我が国のインターネットにおけるトラヒック総量の把握」総務省 総合通信基盤局 電気通
信事業部 平成25年３月15日より。(2013年５月７日アクセス)
9) 企業秘密, 蓄積された暗黙知, リードタイムとアフターサービス, 学習曲線, 補完的資産,
製品の複雑性, 規格・標準, 先駆的で革新的な新製品, 特許保護の強さの９つ。
10) Kotler (2004) によると, 顧客の興味を提供するために部署間が連携することが統合マーケ
ティングであると述べている。




14) Ken Yamada “Computers : Imminent Debut of Newton Message Pad Has Apple Crowing and
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